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「業務の適正を確保するための体制及び運用状況」、「連結株主資本等変動計算書」、「連結注記
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条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイトに掲載することにより、株主の皆様
に提供しております。
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業務の適正を確保するための体制及び運用状況
　

（１）業務の適正を確保する体制
当社は、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正を確保
するための体制を整備するための方針として、「内部統制システム構築の基本方針」を定めております。同基
本方針の内容は以下のとおりであります。

①取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役の職務の執行に係る情報・文書の取扱いは、当社社内規程及びそれに関する各管理マニュアルに従
い適切に保存及び管理（廃棄を含む。）するものとし、必要に応じて運用状況の検証、各規程等の見直し等
を行う。

②損失の危険の管理に関する規程その他の体制
ａ．代表取締役社長に直属する部署として、内部監査部のほか、代表取締役社長を委員長とするリスク管理
委員会を設置し、リスク管理規程の整備、運用状況の確認を行うとともに、全従業者（取締役、監査役、
使用人のほか、派遣社員等も含む。以下同じ。）に対する研修等を企画実行する。
ｂ．内部監査部は、定期的に業務監査実施項目及び実施方法を検証し、監査実施項目に遺漏なきよう確認
し、必要があれば監査方法の改定を行う。
ｃ．内部監査部の監査により法令定款違反その他の事由に基づき損失の危険のある業務執行行為が発見され
た場合は、発見された危険の内容及びそれがもたらす損失の程度等について、直ちにリスク管理委員会及
び担当部署に通報される体制を構築する。
ｄ．内部監査部の活動を円滑にするために、リスク管理規程に関連する個別規程、ガイドライン、マニュア
ル等の整備を各部署に求め、また内部監査部の存在意義を全従業者に周知徹底し、損失の危険を発見した
場合には、直ちにリスク管理委員会及び内部監査部に報告するよう指導する。

③取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するための体制
ａ．取締役は、経営理念に則り策定される年度計画に対する経営実績の進捗状況について、業績報告を通じ
定期的に検査を行う。
ｂ．取締役の業務執行にあたっては、取締役会規程により定められている事項及びその付議基準に該当する
事項についてはすべて取締役会に付議することを遵守する。日常の職務遂行に際しては、職務権限規程、
業務分掌規程等に基づき権限の委譲を行い、各レベルの責任者が所定の意思決定手順に則り業務を遂行す
ることとする。
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④取締役及び使用人の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
ａ．全従業者に法令・定款の遵守を徹底するため、全社コンプライアンス管掌取締役を責任役員として、そ
の責任の下、コンプライアンス規程及びマニュアル等を作成するとともに、全従業者が法令・定款等に違
反する行為を発見した場合の報告体制としての公益通報制度を構築する。
ｂ．万一コンプライアンスに関連する事態が発生した場合には、その内容・対処案が全社コンプライアンス
管掌取締役を通じてトップマネジメント、取締役会、監査役会に報告される体制を構築し、外部専門家と
協力しながら適正に対応する。また法令や定款等の違反行為に対しては、賞罰委員会細則に基づき厳正に
対応する。
ｃ．担当役員は、コンプライアンス規程に従い、担当部署にコンプライアンス責任者その他必要な人員配置
を行い、かつコンプライアンス・マニュアルの実施状況を管理・監督し、使用人に対して適切な研修体制
を構築し、それを通じて使用人に対し、公益通報ガイドライン及び公益通報相談窓口の周知徹底を図る。

⑤当社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
ａ．子会社及び関連会社（以下、子会社等という。）については、関係会社管理細則に従い定期的にその経
営状態及び業務執行についての報告を全社コンプライアンス管掌取締役が受けるものとする。
ｂ．内部監査部長は、当社の内部監査のほか、子会社等の内部監査部門又はこれに相当する部署との連携を
図り、損失又は不正が発生する可能性を把握した場合には、直ちに当該損失又は不正の内容・程度・影響
等について、取締役会及び担当部署に報告を行う。

⑥子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する事項
ａ．当社は、原則として当社の取締役又は使用人に子会社の取締役を兼務させ、月１回、子会社の取締役会
及び経営会議において、経営状況や財務状況その他の重要な情報について、当社に定期的に報告させる。
ｂ．子会社の経営状況を的確に把握するため、必要に応じて関係資料等の提出を求め、重要事項については
事前協議を行う。

⑦子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
ａ．当社は、グループ全体で起こりうるリスクを想定し、子会社等においてリスク管理規程を整備させた上
で、グループ全体のリスク管理体制を構築する。

ｂ．子会社等を含めたリスク管理を担当する機関として、原則として四半期に１回、リスク管理委員会を開
催する。各子会社の代表取締役社長が出席し、グループ全体のリスクマネジメント推進に関する課題・対
応策を審議することで、グループ全体のリスクを網羅的・統括的に管理する。
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⑧子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
ａ．当社は、子会社の経営の自主性及び独立性を尊重しつつ、当社グループ経営の適正かつ効率的な運営に
資するため、関係会社管理細則を策定する。
ｂ．子会社において、各社決裁規程、組織規程及び業務分掌規程等を定め、それぞれ重要性に応じた意思決
定を行う。
ｃ．当社の内部監査部により、各子会社に対しての内部監査を実施し、各子会社における職務の執行状況等
について検証、協議することで改善を図る。

⑨子会社の取締役等及び従業員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
ａ．子会社において、法令・定款の遵守を徹底するため、各子会社の代表取締役社長を責任役員として、そ
の責任の下、コンプライアンス規程及びマニュアル等を作成するとともに、法令・定款等に違反する行為
を発見した場合の報告体制としての公益通報制度を構築する。
ｂ．子会社において、万一コンプライアンスに関連する事態が発生した場合には、その内容・対処案が各子
会社の取締役会、監査役会及び当社の全社コンプライアンス管掌取締役に報告される体制を構築する。

⑩監査役の職務を補助すべき使用人を置くことに関する事項
ａ．監査役からの求めに応じ、その職務を補助すべき専任の使用人（以下「監査役付使用人」という。）を
適宜配置できるものとする。
ｂ．前項の具体的な内容については、当該監査役及び監査役会の意見を聴取し、関係各方面の意見も十分に
考慮して決定する。

⑪監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項
ａ．監査役付使用人の任命・異動については、監査役会の同意を必要とする。
ｂ．監査役付使用人は、当社の業務執行にかかる役職を兼務せず、監査役の指揮命令下で職務を遂行し、そ
の評価については当該監査役の意見を聴取するものとする。

⑫監査役の職務を補助すべき使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
ａ．監査役付使用人は、監査役に同行して取締役会やその他重要会議に出席する機会を確保する。
ｂ．監査役及び監査役付使用人は、定期的に代表取締役社長や会計監査人と意見交換をする場を設ける。
ｃ．監査役からの求めに応じ配置した監査役付使用人に関し、監査役の指揮命令に従う旨を全従業者に周知
徹底する。
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⑬取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制
ａ．当社及び当社の子会社等の取締役及び使用人は、監査役会の定めるところに従い、各監査役の要請に応
じて必要な報告及び情報提供を行うこととする。
ｂ．次の各号に定める事項は、当社及び当社の子会社等の担当取締役又は担当部署より、定期的に監査役会
への報告を行うものとする。
イ．当社の内部統制システム構築に関わる部門の活動状況
ロ．当社の子会社等の監査役及び内部監査部門又はこれに相当する部署の活動状況
ハ．当社の重要な会計方針、会計基準及びその変更
ニ．業績及び業績見込の発表内容、重要開示書類の内容
ホ．公益通報制度の運用及び通報の内容
ヘ．重要な会議議事録その他の業務文書

⑭監査役へ報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体
制
ａ．監査役への報告を行った取締役及び使用人に対し、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを行
うことを禁止し、その旨を取締役及び使用人に周知徹底する。

ｂ．監査役は、取締役及び使用人から得た情報について、情報提供者が特定される事項については取締役会
等への報告義務を負わない。

ｃ．監査役は、報告を行った取締役及び使用人の異動、人事評価及び懲戒等に関して、取締役にその理由の
開示を求めることができる。

⑮監査役の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費
用又は債務の処理に係る方針に関する事項
ａ．監査役がその職務の執行について、当社に対し費用の前払い等の請求をした時は、当該請求に係る費用
又は債務が当該監査役の職務の執行に必要でないことを証明できる場合を除き、速やかに当該費用又は債
務を処理する。
ｂ．監査役の職務の執行について生ずる費用等について、毎年一定額の予算を設ける。

⑯その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
ａ．全社コンプライアンス管掌取締役の責任の下、当社の監査体制と内部統制システムとの調整を図り、こ
れにより当社の監査体制の実効性を高めるものとする。
ｂ．全社コンプライアンス管掌取締役は、監査役の職務執行にあたり、その実効性を確保するため、当社及
び子会社等の取締役並びに使用人のほか、弁護士、監査法人等との連携を図るのに必要な支援を行うもの
とする。
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（２）業務の適正を確保する体制の運用状況
当事業年度における業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりであります。

①コンプライアンス体制について
ａ．全社コンプライアンス管掌取締役を責任役員として、法令及び社内規程の遵守状況、内部通報の発生状
況等の重要事項について担当者から随時報告を受けるとともに、コンプライアンス違反行為が認められた
場合には、賞罰委員会を開催し厳正な対応を行うとともに、再発防止策を講じております。
ｂ．公益通報制度について、「内部通報制度運用規程」を定め、同制度の周知のため、全店舗及び事務所で
の公益通報制度の利用に関するポスター掲示を実施しており、内部監査部では監査時に掲示状況及び運用
状況を確認するなど、啓蒙活動を行っております。
ｃ．当社は、イーラーニング研修の受講を使用人全員に義務付けているほか、毎週、職場ごとにコンプライ
アンス啓蒙の機会を設ける等、使用人向けの法令遵守、企業理念及び企業倫理の教育を実施しておりま
す。
ｄ．取締役の業務執行にあたっては、取締役会を年19回開催し、取締役会規程により定められている事項及
びその付議基準に該当する事項について審議、決議または報告を行っております。また、日常の職務遂行
に際しては、職務権限規程、業務分掌規程等に基づき権限の委譲を行い、各レベルの責任者が所定の意思
決定手順に則り業務を遂行しております。
ｅ．取締役の職務の執行に係る情報・文書の取扱いは、当社社内規程及びそれに関する各管理規程、マニュ
アル等に従い適切に保存及び管理（廃棄を含む。）しております。

ｆ．内部監査部では、監査時に、各職種の使用人に対してヒアリングを実施し、コンプライアンス違反行為
に関する情報収集を行っております。

②リスク管理体制について
ａ．代表取締役社長を委員長とするリスク管理委員会を年４回開催し、各部門長に対し、法令及び社内規程
の遵守状況の確認を行うとともに、リスク懸念事案に対する対応について審議しております。
ｂ．内部監査部は、定期的に業務監査を実施しその内容を代表取締役社長、全社コンプライアンス管掌取締
役及び常勤監査役に報告を行っております。
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③グループ管理体制について
ａ．当社は、原則として、当社の取締役又は使用人にグループ会社の取締役を兼務させており、当社の取締
役又は使用人は、取締役会及び経営会議等の会議に毎回出席し各グループ会社の状況を把握しておりま
す。
ｂ．主要グループ会社の代表者は、リスク管理委員会に毎回出席し、各グループ会社における法令及び社内
規程の遵守状況の確認を行うとともに、リスク懸念事案に対する対応について審議しております。
ｃ．内部監査部は、グループ会社の内部監査部門と連携し、監査計画や監査結果の報告を受け、グループ会
社における職務の執行状況を把握しております。

ｄ．内部監査部は、グループ会社の内部監査を実施し、グループ会社における職務の執行状況について、代
表取締役社長、全社コンプライアンス管掌取締役及び常勤監査役に報告をしております。

④監査役監査体制について
ａ．監査役は、取締役会及び経営会議に出席する他、取締役及び使用人から定期的に報告を受けることによ
り、取締役の職務執行状況の監査を行っております。また、常勤監査役は、リスク管理委員会に毎回出席
しております。
ｂ．監査役は、会計監査人から、法令に基づく事業年度の監査結果についての定期報告を受けております。
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連結株主資本等変動計算書（2018年４月１日から2019年３月31日まで）
（単位：百万円）

残高及び変動事由 株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 5,264 5,208 10,478 △215 20,735
当期変動額
剰余金の配当 △194 △194
親会社株主に帰属する
当期純利益 2,283 2,283
自己株式の取得 △2 △2
自己株式の処分 △0 0 0
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）
当期変動額合計 ― ― 2,089 △2 2,086
当期末残高 5,264 5,208 12,568 △218 22,822
　

残高及び変動事由
その他の包括利益累計額

新株
予約権

非支配
株主持分 純資産合計その他

有価証券
評価差額金

繰延
ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

その他の
包括利益
累計額合計

当期首残高 △0 34 143 177 7 216 21,136
当期変動額
剰余金の配当 △194
親会社株主に帰属する
当期純利益 2,283

自己株式の取得 △2
自己株式の処分 0
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 0 △34 △17 △51 △0 9 △42

当期変動額合計 0 △34 △17 △51 △0 9 2,044
当期末残高 0 0 125 125 6 226 23,181
　

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表
　

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）
１．連結の範囲に関する事項
連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称
(１) 連結子会社の数 17社
(２) 主要な連結子会社の名称

株式会社TRUNK
株式会社Dressmore
株式会社GENTLE
株式会社グッドラック・コーポレーション
GOODLUCK INTERNATIONAL CORPORATION
PT. GOODLUCK INTERNATIONAL BALI
ARLUIS WEDDING (GUAM) CORPORATION
GLOBAL PICTURES GUAM CORPORATION
幸運股份有限公司
GOODLUCK CORPORATION HONG KONG LIMITED
PT. GOODLUCK JAKARTA
GOODLUCK CORPORATION (THAILAND) LTD
株式会社ライフエンジェル
株式会社アニバーサリートラベル
株式会社アンドカンパニー
他２社
① 前連結会計年度において連結子会社であった株式会社ブライズワードは、2018年４月１日付で当社
に吸収合併されております。

② GOODLUCK CORPORATION (THAILAND) LTDは、2018年１月12日付で設立いたしました。

２．持分法の適用に関する事項
該当事項はありません。
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３．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日は、次のとおりであります。
３月31日 ７社
12月31日 10社
連結決算日と上記の決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

４．会計方針に関する事項
（１）重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券
その他有価証券
時価のあるもの
決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原

価は、移動平均法により算定）
時価のないもの
総平均法による原価法

② たな卸資産
ａ．商品
主に個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

ｂ．貯蔵品
主に最終仕入原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

③ デリバティブ
時価法
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（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）

主に定率法によっております。但し、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）
並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物 ３～50年
機械装置及び運搬具 ２～17年
工具、器具及び備品 ２～15年

② 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法によっております。但し、ソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間（５年）

による定額法によっております。
③ リース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が2008年３月31日以前の

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。
④ 長期前払費用
　 均等償却によっております。
　 なお、主な償却期間は２～20年であります。

（３）重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定
の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
② 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額の当連結会計年度負担額を計上してお
ります。

（４）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

しております。
なお、在外子会社の資産及び負債は、当該子会社の決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益

及び費用は期中平均為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及
び非支配株主持分に含めて計上しております。
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（５）重要なヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理をしております。なお、為替予約取引については、振当処理の要件を満たしている場
合には振当処理を採用しております。また、金利スワップ取引については、特例処理の要件を満たして
おりますので、特例処理によっております。
② ヘッジ手段とヘッジ対象
ａ．ヘッジ手段…為替予約
ヘッジ対象…外貨建予定取引

ｂ．ヘッジ手段…金利スワップ
ヘッジ対象…借入金の利息

③ ヘッジ方針
当社グループでは、デリバティブ取引に関するリスク管理体制に基づき、為替及び金利等の変動によ

る損失を回避する目的でデリバティブ取引を行っております。なお、投機目的による取引は行わない方
針であります。
④ ヘッジ有効性評価の方法

為替予約取引については、ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件等が一致しており、かつキャ
ッシュ・フローが固定されているため、ヘッジの有効性評価を省略しております。また、金利スワップ
取引については特例処理の要件を満たしているため有効性の評価を省略しております。

（６）のれんの償却方法及び償却期間
のれんは５～10年の期間で均等償却しております。

（７）その他連結計算書類の作成のための重要な事項
消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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（会計方針の変更）
「従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与する取引に関する取扱い」（実務対応報告第36号
平成30年１月12日。以下「実務対応報告第36号」という。）等を2018年４月１日以後適用し、従業員等に対
して権利確定付き有償新株予約権を付与する取引については、「ストック・オプション等に関する会計基準」
（企業会計基準第８号 平成17年12月27日）等に準拠した会計処理を行うことといたしました。
但し、実務対応報告第36号の適用については、実務対応報告第36号第10項（３）に定める経過的な取扱い
に従っており、実務対応報告第36号の適用日より前に従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付
与した取引については、従来採用していた会計処理を継続しております。

（未適用の会計基準等）
・「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 平成30年３月30日）
・「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号 平成30年３月30日）

１．概要
収益認識に関する包括的な会計基準であります。収益は、次の５つのステップを適用し認識されます。
ステップ１：顧客との契約を識別する。
ステップ２：契約における履行義務を識別する。
ステップ３：取引価格を算定する。
ステップ４：契約における履行義務に取引価格を配分する。
ステップ５：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する。

２．適用予定日
2022年３月期の期首より適用予定です。

３．当該会計基準等の適用による影響
影響額は、当連結計算書類の作成時において評価中であります。

（表示方法の変更）
「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）を当連結会計年度
の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分
に表示しております。
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（連結貸借対照表に関する注記）
１．担保に供している資産及び担保に係る債務
（１）担保に供している資産

現金及び預金 147百万円
建物及び構築物 2,338
土地 8,440
合計 10,926

（２）担保に係る債務
１年内返済予定の長期借入金 260百万円
長期借入金 780
合計 1,040

　
２．有形固定資産の減価償却累計額 23,456百万円

減価償却累計額には、減損損失累計額を含めております。
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（連結損益計算書に関する注記）
１．減損損失
当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。

地域 用途 種類

株式会社テイクアンド
ギヴ・ニーズ

関東地区

店舗設備 建物及び構築物・機械装置及び運搬具・工具、
器具及び備品・その他

東海地区
関西地区
九州地区

株式会社TRUNK 関東地区 店舗設備 建設仮勘定
ARLUIS
WEDDING(GUAM)
CORPORATION

アメリカ合衆国
（グアム） 店舗設備 建物及び構築物・工具、器具及び備品

当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として、店舗を基本単位としてグルーピング
し、減損損失の認識を行っております。
営業活動から生ずる損益が継続してマイナスとなっている又はマイナスとなる見込みである店舗等につい

て、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（615百万円）として特別損失に計上いた
しました。
減損損失の内訳は、建物及び構築物513百万円、機械装置及び運搬具１百万円、工具、器具及び備品13百

万円、その他87百万円であります。
なお、減損損失の測定における回収可能価額の算定にあたっては、一部店舗設備については零と評価し、

その他の店舗設備については正味売却価額又は使用価値により測定しております。正味売却価額は、不動産
鑑定評価額を基に算定した金額により評価しております。使用価値は、将来キャッシュ・フローを9.5％で
割り引いて算定しております。

２．賃貸借契約解除損
店舗の建物賃貸借契約の解約にともない発生した、解約金その他による損失であります。
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（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
１．発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首
株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
株式数

普通株式（株） 13,059,330 ― ― 13,059,330
　
２．自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首
株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
株式数

普通株式（株） 106,200 1,620 170 107,650
（変動事由の概要）
増減数の内訳は、次のとおりであります。
単元未満株式の買取りによる増加 1,620株
単元未満株式の売渡しによる減少 170株

　
３．配当に関する事項
（１）配当金支払額等

決議 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

2018年５月25日
取締役会 普通株式 194 15 2018年３月31日 2018年６月12日

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当金の総額
（百万円） 配当の原資 １株当たり

配当額（円） 基準日 効力発生日

2019年５月24日
取締役会 普通株式 194 利益剰余金 15 2019年３月31日 2019年６月12日
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（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項
（１）金融商品に関する取組方針

当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を調達しております。一時的
な余資は主に流動性の高い金融資産で運用し、また短期的な運転資金を銀行借入により調達しておりま
す。デリバティブ取引については、リスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針
であります。

（２）金融商品の内容及びそのリスク
売掛金及び営業貸付金は、事業活動から生じた営業債権であり、取引先の信用リスクに晒されておりま

す。
投資有価証券は、主として業務上の関係を有する会社の株式であり、市場価格の変動リスク及び信用リ

スクに晒されております。
長期貸付金は、主に建設協力金であり、取引先の信用リスクに晒されております。
敷金及び保証金は、主に事業所を賃借する際に支出したものであり、預入先の信用リスクに晒されてお

ります。
買掛金及び未払金は、事業活動から生じた営業債務であり、そのほとんどが１ヶ月以内に支払期日が到

来いたします。未払法人税等は、法人税、住民税及び事業税に係る債務であります。これら営業債務など
の流動負債は、その決済時において流動性リスクに晒されております。
借入金のうち短期借入金は、営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は主に設備投資に係る資金調

達であります。変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されておりますが、デリバティブ取引（金利
スワップ取引）を利用して当該リスクをヘッジしております。
リース債務は、主に設備投資に係る資金調達を目的としたものであり、流動性リスクに晒されておりま

す。
デリバティブ取引は、外貨建予定取引に係る為替変動リスクに対するヘッジを目的とした為替予約取引

及び長期借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジを目的とした金利スワップ取引であります。
なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等について
は、Ｐ11の「連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等」に記載している「４．
会計方針に関する事項（５）重要なヘッジ会計の方法」をご参照ください。
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（３）金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、経理規程に従い、営業債権のうち売掛金については、各店舗における管理者が債権回収状況
を定期的にモニタリングし、債権ごとに期日及び残高を管理することにより、回収懸念の早期把握や軽
減を図っております。連結子会社についても、当社の経理規程に準じて、同様の管理を行っております
が、営業債権のうち営業貸付金については、連結子会社における与信管理規程に従い支払期日ごとの入
金管理、未収残高管理を行うとともに、取引先ごとの信用状況を定期的に把握する体制のもと、回収懸
念の早期把握や軽減を図っております。
長期貸付金、敷金及び保証金については信用度の高い企業と契約を結ぶこととしております。
デリバティブ取引の利用にあたっては、格付の高い金融機関とのみ取引を行っております。

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
当社グループは、外貨建予定取引に係る為替変動リスクを抑制するために、為替予約取引を利用して

おります。また、借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制するために、金利スワップ取引を利用して
おります。
③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理
当社グループは、毎月資金繰計画を見直すなどの方法により、流動性リスクを回避しております。

（４）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価格のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価

格が含まれております。当該価格の算定においては、変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件
等を採用することにより、当該価格が変動することがあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項
連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握す

ることが極めて困難と認められるものは含まれておりません。（Ｐ20（注）２．参照）
　

連結貸借対照表計上額
（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

（１）現金及び預金 6,782 6,782 ―
（２）売掛金 842 842 ―
（３）営業貸付金 3,287 3,333 45
（４）投資有価証券
　 その他の有価証券 0 0 ―
（５）長期貸付金 168
　 貸倒引当金（＊１） △75

92 80 △11
（６）敷金及び保証金 4,857 4,860 2

資産計 15,863 15,899 36
（１）買掛金 2,594 2,594 ―
（２）短期借入金 990 990 ―
（３）未払金 2,992 2,992 ―
（４）未払法人税等 736 736 ―
（５）長期借入金（＊２） 16,735 16,724 △10
（６）長期リース債務（＊３） 4,011 4,066 55

負債計 28,060 28,104 44
デリバティブ取引 0 0 ―

　

（＊１）長期貸付金に対応する個別貸倒引当金を控除しております。
（＊２）１年内返済予定の長期借入金を含めております。
（＊３）流動負債のその他に含まれているリース債務を含めております。
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（注）１．金融商品の時価の算定方法及びデリバティブ取引に関する事項
　 資 産
　 （１）現金及び預金、（２）売掛金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、
当該帳簿価額によっております。

　 （３）営業貸付金
営業貸付金の時価は、元利金の合計額を、同様の新規貸付を行った場合に想定される利率

で割り引いた現在価値により算定しております。
　 （４）投資有価証券

時価については取引所の価格によっております。
　 （５）長期貸付金、（６）敷金及び保証金

当社では、長期貸付金、敷金及び保証金の時価の算定は、一定の期間ごとに分類し、その
将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標に準じた利率で割り引いた現在価値に
より算定しております。また、貸倒懸念債権については、同様の割引率による見積キャッシ
ュ・フローの割引現在価値、又は、担保及び保証による回収見込額等により、時価を算定し
ております。

　 負 債
　 （１）買掛金、（２）短期借入金、（３）未払金、（４）未払法人税等

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、
当該帳簿価額によっております。

　 （５）長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）
長期借入金の時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率

で割り引いた現在価値により算定しております。なお、金利スワップの特例処理によるもの
は、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、その時価は当該
長期借入金の時価に含めて記載しております。

　 （６）長期リース債務（流動負債に含まれるリース債務を含む）
長期リース債務の時価は、元利金の合計額を、同様の新規リース取引を行った場合に想定

される利率で割り引いた現在価値により算定しております。
デリバティブ取引

外貨建予定取引の為替リスクのヘッジについては、取引金融機関から提示された時価に基づき、
繰延ヘッジ処理を行っております。なお、金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とさ
れている長期借入金と一体として処理されているため、その時価は当該長期借入金の時価に含めて
記載しております。
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２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
　

区分 連結貸借対照表計上額（百万円）

非上場株式（＊１） 20

敷金及び保証金（＊２） 1,255

（＊１）非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、
時価開示の対象としておりません。

（＊２）賃借物件において預託している敷金及び保証金の一部は、市場価格がなく、かつ入居から退去ま
での実質的な預託期間を算定することは困難であり、また一部の保証金についてはリース取引に
係る積立保証金であり、その契約期間内において支払額に充当される可能性があることから、合
理的なキャッシュ・フローを見積ることが極めて困難と認められるため、時価開示の対象として
おりません。

　
３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

　

区分 １年以内
（百万円）

１年超５年以内
（百万円）

５年超10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

現金及び預金 6,782 ― ― ―

売掛金 842 ― ― ―

営業貸付金 1,461 1,681 142 2

長期貸付金 36 130 1 ―

合計 9,122 1,812 143 2
　
４．長期借入金及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

　

区分 １年以内
（百万円）

１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

短期借入金 990 ― ― ― ― ―

長期借入金 5,741 4,272 3,038 2,310 742 630

長期リース債務 280 267 266 266 206 2,724

合計 7,011 4,540 3,304 2,576 949 3,354
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（資産除去債務に関する注記）
１．資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの
（１）当該資産除去債務の概要

直営店舗施設等の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。
（２）当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を当該契約の期間に応じて５～20年と見積り、割引率は0.02～2.1％を使用して資産除
去債務の金額を計算しております。

（３）当該資産除去債務の総額の増減
期首残高 1,268百万円
有形固定資産の取得に伴う増加額 ―
時の経過による調整額 10
資産除去債務の履行による減少額 △69
見積りの変更に伴う増減額 ―
その他増減額 △5
期末残高 1,202

　
２．連結貸借対照表に計上しているもの以外の資産除去債務

当社グループは、賃貸借契約に基づき使用する本社事務所及び一部の店舗等について退去時における原
状回復に係る債務を有しておりますが、当該債務に関連する賃借期間が不明確で、現在移転等も予定して
いないため、資産除去債務を合理的に見積もることができません。そのため当該債務に見合う資産除去債
務を計上しておりません。

（１株当たり情報に関する注記）
１．１株当たり純資産額 1,771円86銭
２．１株当たり当期純利益 176円33銭
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株主資本等変動計算書（2018年４月１日から2019年３月31日まで）
（単位：百万円）

残高及び変動事由

株主資本

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合計資本準備金 資本剰余金

合計

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

当期首残高 5,264 5,210 5,210 8,893 8,893 △215 19,152 19,152
当期変動額
剰余金の配当 △194 △194 △194 △194
当期純利益 1,623 1,623 1,623 1,623
自己株式の取得 △2 △2 △2
自己株式の処分 △0 △0 0 0 0
当期変動額合計 ― ― ― 1,429 1,429 △2 1,427 1,427

当期末残高 5,264 5,210 5,210 10,322 10,322 △218 20,579 20,579
（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
　
（重要な会計方針に係る事項に関する注記等）
１．有価証券の評価基準及び評価方法
（１）子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法
（２）その他有価証券

時価のないもの
総平均法による原価法
なお、匿名組合出資金については、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法
（１）商品

主に個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）
（２）貯蔵品

主に最終仕入原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

３．固定資産の減価償却の方法
（１）有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。但し、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並び
に2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ３～50年
構築物 ５～50年
機械装置及び運搬具
工具、器具及び備品

４～17年
２～15年

（２）無形固定資産（リース資産を除く）
定額法によっております。但し、ソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間（５年）

による定額法によっております。
（３）リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が2008年３月31日以前の

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。
（４）長期前払費用

均等償却によっております。
なお、主な償却期間は２～20年であります。
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４．引当金の計上基準
（１）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定
の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

（２）賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額の当事業年度負担額を計上しておりま

す。

５．ヘッジ会計の方法
（１）ヘッジ会計の方法

金利スワップについては、特例処理の要件を満たしておりますので、特例処理によっております。
（２）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…金利スワップ
ヘッジ対象…借入金の利息

（３）ヘッジ方針
当社は、借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っており、ヘッジ対象の識

別は個別契約ごとに行っております。
（４）ヘッジ有効性評価の方法

金利スワップについては、特例処理の要件を満たしているため記載を省略しております。

６．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
　 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。
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（未適用の会計基準等）
・「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 平成30年３月30日）
・「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号 平成30年３月30日）

１．概要
収益認識に関する包括的な会計基準であります。収益は、次の５つのステップを適用し認識されます。
ステップ１：顧客との契約を識別する。
ステップ２：契約における履行義務を識別する。
ステップ３：取引価格を算定する。
ステップ４：契約における履行義務に取引価格を配分する。
ステップ５：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する。

２．適用予定日
2022年３月期の期首より適用予定です。

３．当該会計基準等の適用による影響
影響額は、当計算書類の作成時において評価中であります。

（表示方法の変更）
「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）を当事業年度の期
首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示しております。
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（貸借対照表に関する注記）
１．担保に供している資産及び担保に係る債務
（１）担保に供している資産

現金及び預金 147百万円
建物 2,338
土地 8,440
合計 10,926

（２）担保に係る債務
１年内返済予定の長期借入金 260百万円
長期借入金 780
合計 1,040

　
２．保証債務

以下の関係会社の金融機関からの借入等に対し債務保証を行っております。
株式会社ライフエンジェル（借入債務） 940百万円
　

３．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
短期金銭債権 3,557百万円
長期金銭債権 91百万円
短期金銭債務 137百万円

４．有形固定資産の減価償却累計額 19,750百万円

（損益計算書に関する注記）
関係会社との取引高
営業取引による取引高 1,260百万円
営業取引以外の取引高 21百万円
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（株主資本等変動計算書に関する注記）
自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首
株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
株式数

普通株式（株） 106,200 1,620 170 107,650
（変動事由の概要）
増減数の内訳は、次のとおりであります。
単元未満株式の買取りによる増加 1,620株
単元未満株式の売渡しによる減少 170株

　

（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
（繰延税金資産）
　 借地権償却 110百万円
　 減価償却超過額 968
　 減損損失 481
　 貸倒引当金 68
　 関係会社株式評価損 257
　 賞与引当金 209
　 資産除去債務 363
　 その他 286
繰延税金資産小計 2,747
評価性引当額 △62
繰延税金資産合計 2,685
（繰延税金負債）
　 長期貸付金利息 23
　 有形固定資産 56
繰延税金負債合計 79
繰延税金資産純額 2,605
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（リースにより使用する固定資産に関する注記）
１．所有権移転外ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が2008年３月31日以前のリース取
引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容は次のとおりであ
ります。

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額
取得価額相当額
（百万円）

減価償却累計額相当額
（百万円）

減損損失累計額相当額
（百万円）

期末残高相当額
（百万円）

建物及び構築物 1,946 1,032 518 396

工具、器具及び備品 40 33 ― 7

合計 1,987 1,065 518 403
（２）未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減損勘定期末残高

未経過リース料期末残高相当額
１年内 183百万円
１年超 494
合 計 678

　

　 リース資産減損勘定期末残高 74百万円
（３）支払リース料、減価償却費相当額、支払利息相当額、減損損失及びリース資産減損勘定の取崩額
　 支払リース料 327百万円
　 減価償却費相当額 153
　 支払利息相当額 105
　 減損損失 ―
　 リース資産減損勘定の取崩額 173
（４）減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
利息相当額の算定方法
リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい
ては、利息法によっております。
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２．オペレーティング・リース取引
未経過リース料
１年内 4,607百万円
１年超 25,287
合 計 29,895

　
３．転リース取引
転リース取引に該当し、かつ、利息相当額控除前の金額で貸借対照表に計上している額
（１）リース投資資産

流動資産 132百万円
投資その他の資産 3,299

（２）リース債務
流動負債 132百万円
固定負債 3,299
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（関連当事者との取引に関する注記）
子会社

　

種類 会社等の名称
議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

子会社
株式会社
ライフエンジェル

所有
直接100.0％

役員の兼任
債務保証

債務保証（注１）
保証料の受入れ（注１）

940
0

―
その他流動資産

―
―

子会社
株式会社
アニバーサリートラベル

所有
直接100.0％

資金の融通
役員の兼任

借入金の返済
利息の支払（注２）

300
0

短期借入金
その他流動負債

―
―

子会社
株式会社
TRUNK

所有
直接100.0％

資金の援助
役員の兼任

貸付金回収
利息の受取（注２）

600
11

短期貸付金
その他流動資産

1,000
―

子会社
株式会社
Dressmore

所有
直接100.0％

資金の援助
役員の兼任

資金の貸付
貸付金回収
利息の受取（注２）

30
10
1

短期貸付金

その他流動資産

210

―

子会社
株式会社
アンドカンパニー

所有
直接75.0％

資金の援助
役員の兼任

貸付金回収
利息の受取（注２）

70
0

短期貸付金
その他流動資産

80
0

子会社
株式会社
GENTLE

所有
直接100.0％

資金の援助
役員の兼任

資金の貸付
利息の受取（注２）

50
0

短期貸付金
その他流動資産

50
―

（注）１．株式会社ライフエンジェルの銀行借入につき債務保証を行ったものであり、年率0.03％の保証料を受領しております。
２．資金の貸付・借入の金利については、市場金利を勘案して決定しております。

　
（１株当たり情報に関する注記）
１．１株当たり純資産額 1,588円93銭
２．１株当たり当期純利益 125円38銭
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